
資料５－２

岩国港室の木地区国際物流ターミナル整備事業



港湾事業の事後評価項目調書 
事 業 名 （ 箇 所 名 ） 国際物流ターミナル整備事業 （岩国港室の木地区） 

実 施 箇 所 山口県岩国市 

該 当 基 準 事業完了後 一定期間 （5 年以内）が経過した事業 

主 な 事 業 の 諸 元 岸壁（-12m）、泊地（-12m）、護岸（防波）、臨港道路、ふ頭用地 

事 業 期 間 事業採択 平成元年度 完了 平成 23 年度 

総 事 業 費 ( 億 円 ) 採択時 － 完了時 103 

目 的 ・ 必 要 性 

＜解決すべき課題・背景＞ 
①岸壁水深の不足 
 岸壁及び泊地の水深が不足していることから、大型化する貨物船が入港できない。 
②埠頭用地の不足 
 既存のふ頭用地は非常に狭隘であり、背後圏立地企業は貨物保管場所が確保できないた
め、一括大量輸送を実現できず、非効率な輸送を余儀なくされていた。 
＜達成すべき目標＞ 
 岸壁、泊地の整備により、大型貨物船の入港が可能となり、船型大型化による物流効率化が
図られる。 
 ふ頭用地の整備により、十分な保管場所が確保されることで、一括大量輸送が可能となる。 
＜政策体系上の位置付け＞ 
・政策目標：国際競争力の確保・強化 
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な

国際海上輸送の確保を推進する。 
費用対効果分析の算 
定基礎となった要因 
の変化 

・総事業費 前回評価時 102 億円 → 事業完了時 103 億円 
・対象貨物 前回評価時 原木、石炭 → 事業完了時 原木、再利用資材、非金属鉱物 

事 業 全 体 の 
投 資 効 率 性 

基準年度 平成 28 年度 

B：総便益 
(億円) 

208 
Ｃ：総費用 

(億円) 
198 全体Ｂ／Ｃ 1.1 

B－Ｃ 10 EIRR(%) 4.2  

事業の効果の発現状
況 

・本事業の実施により、貨物の海上輸送コスト削減（7.9 億円/年）など十分な事業効果を発現し
ている。 

・海上輸送の効率化により、CO2 や NOx 等の排出ガスの低減が図られた。 

事業実施による環境
の変化 

・特になし。 

社会情勢等の変化 ・特になし。 

今後の事後評価の必 
要性 

・本事業は一定な事業効果を発揮しており、今後も岩国港背後の貨物を取扱う重要な拠点施設
としての利用が見込まれるため、改めて事後評価を実施する必要はない。 

改善措置の必要性 
・事業目的に見合った事業効果が発現していると判断されることから、今後の改善措置の必要

性はない。 

同種事業の計画・調
査のあり方や事業評
価手法の見直しの必
要 性 

・現行の事業評価手法は本事業を適切に評価していると判断されることから、現時点での見直
しの必要性はない。 

対 応 方 針 （ 原 案 ） ・対応なし 

対 応 方 針 理 由 ・事業に伴う整備効果の発現が見られるため。 

そ の 他 
＜第三者委員会の意見・反映内容＞ 
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１
．
岩

国
港

の
概

要

•
昭

和
2
7
年

に
重

要
港

湾
の

指
定

を
受

け
、
全

国
に

先
駆

け
て

石
油

コ
ン

ビ
ナ

ー
ト
が

形
成

さ
れ

、
瀬

戸
内

海
工

業
地

帯
の

一
躍

を
担

う
工

業
港

と
し

て
発

展
。

岩
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港
室

の
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地
区
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ナ
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事

業
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•
岩

国
港

の
取

扱
貨

物
量

は
、

近
年

で
は

1
,5

0
0
万

ト
ン

程
度

で
推

移
し

て
お

り
、

主
な

取
扱

貨
物

は
原

油
、

石
油

製
品

、
木

材
チ

ッ
プ

で
あ

る
。

•
室

の
木

地
区

は
、
原

木
、
石

炭
、
非

金
属

鉱
物

な
ど

バ
ル

ク
貨

物
を

取
り

扱
っ

て
お

り
、
背

後
圏

立
地

企
業

へ
の

海
上

物
流

拠
点

と
し

て
重

要
な

役
割

を
担

っ
て

い
る

。 品
目

別
・
輸

移
出

入
別

取
扱

貨
物

量

２
．
岩

国
港

の
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用
状

況
岩
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区
国

際
物

流
タ

ー
ミ

ナ
ル

整
備

事
業

取
扱

貨
物

量
の

推
移

※
H
2
7
は

速
報

値

※
H
2
7
速

報
値

8
5

1
0
3

1
1
9

1
4
8

1
5
5

1
0
1

5
5

1
3
0

1
5
1

1
9
3

1
9
5

1
9
0

1
8
5

1
1
6

1
6
9

1
7
9

1
4
1

1
2
4

1
4
9

1
5
3

5
4
4

4
7
4

4
2
2

4
4
0

4
1
2

5
0
5

4
3
0

4
5
8

3
7
0

3
7
2

8
6
7

8
8
0

8
3
4

7
6
8

7
7
2

7
9
6

7
4
0

8
6
5

7
5
0

8
0
7

1
,6

9
1
 

1
,6

4
8
 

1
,5

6
0
 

1
,4

7
1
 

1
,5

0
8
 

1
,5

8
1
 

1
,3

6
5
 

1
,5

7
6
 

1
,4

2
1
 

1
,5

2
6
 

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0

0
0

1
,2

0
0

1
,4

0
0

1
,6

0
0

1
,8

0
0

2
,0

0
0

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

輸
出

輸
入

移
出

移
入

（
万

ト
ン

）

出
典
：
港
湾
管
理
者
提
供
資
料
よ
り
、
中
国
地
方
整
備
局
作
成

石
油

製
品

6
9
%

化
学

薬
品

2
0
%

そ
の

他
化

学
工

業
品

7
%

そ
の

他

4
%

平
成

2
7
年

輸
出

貨
物

量

1
9
3
万

ト
ン

木
材

チ
ッ

プ

6
4
%

石
油

製
品

1
1
%

原
油

9
%

そ
の

他

1
6
% 平

成
2
7
年

輸
入

貨
物

量

1
5
3
万

ト
ン

石
油

製
品

4
7
%

重
油

3
1
%

化
学

薬
品

7
%

そ
の

他

1
5
% 平

成
2
7
年

移
出

貨
物

量

3
7
2
万

ト
ン

原
油

8
1
%

化
学

薬
品

6
%

重
油

5
%

そ
の

他

8
%

平
成

2
7
年

移
入

貨
物

量

8
0
7
万

ト
ン

原
木

、
非

金
属

鉱
物

な
ど

石
炭

な
ど

－ 4 －



•
背

後
圏

立
地

企
業

は
、
輸

入
貨

物
に

つ
い

て
大

型
貨

物
船

に
よ

る
大

量
輸

送
を

希
望

し
て

い
た

が
、
岸

壁
及

び
泊

地
の

水
深

が
不

足
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、
貨

物
船

の
大

型
化

を
実

施
す

る
こ

と
が

出
来

な
か

っ
た

。

課
題

１
：
岸

壁
水

深
の

不
足

（
大

型
貨

物
船

に
対

応
し

た
岸

壁
・
泊

地
水

深
）

３
．
岩

国
港
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課

題
と

事
業

目
的

岩
国

港
室
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木

地
区

国
際

物
流

タ
ー

ミ
ナ

ル
整

備
事

業

岸
壁

ふ
頭

用
地

水
深

の
不

足
原

木

ふ
頭
用
地
の

不
足

タ
ー

ミ
ナ

ル
供

用
前

に
お

け
る

室
の

木
地

区
の

利
用

状
況

•
既

存
の

ふ
頭

用
地

は
非

常
に

狭
隘

で
あ

り
、
背

後
圏

立
地

企
業

は
貨

物
保

管
場

所
が

確
保

で
き

な
い

た
め

、
一

括
大

量
輸

送
を

実
施

で
き

ず
、

非
効

率
な

輸
送

を
余

儀
な

く
さ

れ
て

い
た

。

課
題

２
：
ふ

頭
用

地
の

不
足

（
一

括
大

量
輸

送
に

対
応

し
た

保
管

場
所

）

目
的

１
：
大

型
貨

物
船

が
利

用
可

能
と

な
る

大
水

深
公

共
岸

壁
の

整
備

目
的

２
：
十

分
な

保
管

場
所

を
確

保
し

た
ふ

頭
用

地
の

整
備

事
業

の
目

的

背
後

圏
立

地
企

業
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物
流

効
率
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よ
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際

競
争
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す
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頭

用
地

が
狭

隘
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４
．
事

業
の

概
要

岩
国

港
室

の
木

地
区

国
際

物
流

タ
ー

ミ
ナ

ル
整

備
事

業

●
本

事
業

の
概

要
岩
国
港
室
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木
地
区
国
際
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タ
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ミ
ナ
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整
備
事
業
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港
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い
て
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背
後

圏
立
地
企
業
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木
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金
属
鉱
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等
の
バ

ル
ク
貨
物
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一
括
大
量
輸
送
に
対
応
し
、
既

存
タ
ー
ミ
ナ
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能
力
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を
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消
す
る
た
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、
係
留
施
設
（
水
深
1
2
m
）
、
水
域
施
設
、
ふ

頭
用
地
な
ど
を
整
備
す
る
も
の
で
あ
る
。

●
事

業
の

経
緯

・
総

事
業

費
：
1
0
3
億

円
・
整
備
期
間
：
平
成
元
年
～
平
成
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3
年

平
成

元
年

度
事

業
着

手
平

成
2
3
年

7
月

事
業
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了

・
供

用
開

始

事
業

位
置

図

整
備

前

平
成

3
年
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月

撮
影

（
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土
地

理
院

）
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事

業
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業

泊
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水
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1
2
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)
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岸
壁
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)
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岸
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3
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4
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0
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0
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1
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1
6
0

1
8
0

2
0
0

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8
～

原
木

(
輸

入
）

再
利

用
資

材
（
輸

入
）

非
金

属
鉱

物
（
輸

入
）

（
千

ト
ン

）

本
事

業
の

実
施

に
よ

り
、
大

水
深

の
公

共
岸

壁
の

整
備

及
び

貨
物

が
保

管
可

能
な

ふ
頭

用
地

が
整

備
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
大

型
貨

物
船

に
よ

る
原

木
等

の
一

括
大

量
輸

送
が

可
能

に
な

っ
た

。
こ

れ
に

よ
り

船
舶

の
往

復
回

数
が

減
少

す
る

こ
と

か
ら

、
海

上
輸

送
コ

ス
ト
の

削
減

（
7
.9

億
円

/
年

）
が

見
込

ま
れ

る
。

注
）
便

益
は

代
表

年
の

値
。

W
it
h
o
u
t時

：
小

型
船

舶
の

利
用

（
1
2
,0

0
0
D
W

T
級

）

W
it
h
時

：
大

型
船

舶
の

利
用

（
3
0
,0

0
0
D
W

T
級

）

室
の

木
地

区
（
水

深
1
0
m

）
岸

壁
な

ど

室
の

木
地

区
（
水

深
1
2
m

）
岸

壁

輸
送

コ
ス

ト
1
2
.2

億
円

／
年

輸
送

コ
ス

ト
4
.3

億
円

／
年

５
．
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
（
海

上
輸

送
コ

ス
ト
削

減
）

岩
国

港
室

の
木

地
区

国
際

物
流

タ
ー

ミ
ナ

ル
整

備
事

業

海
上

輸
送

コ
ス

ト
削

減
便

益
（
原

木
、

再
利

用
資

材
、

非
金

属
鉱

物
）

7
.9

億
円

／
年

H
2
4
～

H
2
7
の

平
均

取
扱

貨
物

量
の

設
定

•
室

の
木

地
区

（
水

深
1
2
ｍ

）
岸

壁
供

用
開

始
（
平

成
2
3
年

7
月

）
以

降
の

取
扱

貨
物

量
実

績
値

•
平

成
2
8
年

以
降

は
、

平
成

2
4
年

～
2
7
年

の
平

均
値

で
推

移
す

る
と

し
て

設
定

室
の

木
地

区
国

際
物

流
タ

ー
ミ

ナ
ル

（
水

深
1
2
m

）
岸

壁
の

荷
役

・
利

用
状

況

※
H
2
7
は

速
報

値

原
木

再
利

用
資

材
【
タ

イ
ヤ

チ
ッ

プ
】
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環
境

負
荷

の
低

減

•
本

事
業

の
実

施
に

よ
り

、
船

舶
の

大
型

化
が

図
ら

れ
た

こ
と

か
ら

、
船

舶
の

往
復

回
数

が
削

減
さ

れ
る

こ
と

に
よ

り
、
C
O

2
排

出
量

が
約

4
7
%
、
N
o
x
排

出
量

が
約

3
3
%
削

減
が

見
込

ま
れ

る
。

地
域

産
業

の
安

定
・
発

展

•
本

事
業

の
実

施
に

よ
り

、
背

後
圏

立
地

企
業

の
企

業
活

動
が

促
進

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、
地

域
産

業
全

体
の

安
定

・
発

展
に

貢
献

す
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

５
．
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
（
そ

の
他

の
効

果
）

岩
国

港
室

の
木

地
区

国
際

物
流

タ
ー

ミ
ナ

ル
整

備
事

業
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93
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2,
00
0
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00
0
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0
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00
0
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00

w
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t時

w
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時

51
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34
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0

20
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40
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60
0

w
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t時

w
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時

C
O
2
排

出
量

N
O
x排

出
量

ﾄﾝ
-
C
/
年

ﾄﾝ
/
年

約 47
%

削
減

約 33
%

削
減

•
自

社
ボ

イ
ラ

ー
建

設
後

の
燃

料
輸

入
に

お
い

て
、

大
型

船
が

直
接

入
港

で
き

る
当

該
施

設
を

利
用

で
き

て
非

常
に

助
か

っ
た

。

背
後
圏
立
地
企
業
A

•
以

前
は

ふ
頭

用
地

が
狭

隘
で

保
管

場
所

の
確

保
が

難
し

か
っ

た
が

、
新

た
に

ふ
頭

用
地

が
整

備
さ

れ
た

こ
と

で
保

管
場

所
も

で
き

、
貨

物
の

増
加

に
対

応
で

き
る

よ
う

に
な

っ
た

。

背
後
圏
立
地
企
業
B
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事
項

前
回

評
価

今
回

評
価

備
考

（
要

因
等

）

事
業

諸
元

岸
壁

(
水

深
1
2
m

)

泊
地

(
水

深
1
2
m

)

護
岸

（
防

波
）

ふ
頭

用
地

道
路

岸
壁

(
水

深
1
2
m

)

泊
地

(
水

深
1
2
m

)

護
岸

（
防

波
）

ふ
頭

用
地

道
路

事
業

期
間

平
成

元
年

度

～

平
成

2
3
年

度

平
成

元
年

度

～

平
成

2
3
年

度

総
事

業
費

1
0
2
億

円
1
0
3
億

円
事

業
完

了
に

伴
う

事
業

費
精

査
の

た
め

総
費

用
(
C
)

1
5
5
億

円
1
9
8
億

円
基

準
年

の
見

直
し

総
便

益
(
B
)

1
7
5
億

円
2
0
8
億

円
基

準
年

の
見

直
し

取
扱

貨
物

の
変

化

費
用

便
益

比
(
B
/
C
)

1
.1

1
.1

６
．
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

岩
国

港
室

の
木

地
区

国
際

物
流

タ
ー

ミ
ナ

ル
整

備
事

業

－ 9 －



①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

②
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況

③
事

業
実

施
に

よ
る

環
境

の
変

化

④
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

対
応

方
針

（
案

）

•
上

記
、

①
～

④
の

視
点

か
ら

、
本

事
業

は
事

業
効

果
を

発
現

し
て

お
り

、
今

後
も

岩
国

港
の

貨
物

を
取

扱
う

重
要

な
拠

点
施

設
と

し
て

の
利

用
が

見
込

ま
れ

る
た

め
、

改
め

て
事

後
評

価
を

実
施

す
る

必
要

は
な

い
。

•
ま

た
、

事
業

目
的

に
見

合
っ

た
事

業
効

果
が

発
現

し
て

い
る

と
判

断
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
今

後
の

改
善

措
置

の
必

要
性

は
な

い
。

•
総

事
業

費
再

評
価

時
1
0
2
億

円
→

 事
業

完
了

時
1
0
3
億

円
•

対
象

貨
物

再
評

価
時

原
木

、
石

炭
→

 事
業

完
了

時
原

木
、

再
利

用
資

材
、

非
金

属
鉱

物

•
国

際
物

流
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
整

備
に

よ
り

、
物

流
の

効
率

化
の

ほ
か

、
背

後
圏

企
業

の
設

備
投

資
の

喚
起

な
ど

が
発

生
し

て
お

り
、

十
分

な
事

業
効

果
を

発
現

し
て

い
る

。

•
特

に
な

し

•
特

に
な

し

７
．

今
後

の
対

応
方

針
（
案

）
岩

国
港

室
の

木
地

区
国

際
物

流
タ

ー
ミ

ナ
ル

整
備

事
業
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